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旅客営業規則 

施行 昭和 50 年  3 月 1 日 改定 令和 1 年 10 月 1 日 

改定 平成 23 年 10 月 1 日  改定 令和 2 年  1 月 31 日 

改定 平成 27 年  4 月 1 日 改定 令和  3 年 12 月  1 日 

改定 平成 28 年 10 月 1 日 改定 令和  4 年 12 月  1 日 

改定 平成 29 年  1 月 1 日 改定 令和 6 年 3 月 1 日 
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改定 平成 30 年  7 月 1 日  改訂  令和  7 年  4 月  1 日 

改定 平成 31 年  1 月 1 日                  

改定 平成 31 年  4 月 1 日                  

 

第１編  総 則 

 

（この規則の目的） 

第１条  この規則は伊予鉄道株式会社（以下「当社」という。）の旅客の運送及び、これに付帯す

る入場券の発売・携帯品の一時預かり等の事業（以下「旅客運送等」という。）について合理的な取

扱方を定め、もって利用者の便利と事業の能率的な遂行を図ることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条  当社が経営する鉄道・軌道による旅客運送等については、別に定める場合を除いて、この

規則を適用する。 

 

（用語の意義） 

第３条  この規則におけるおもな用語の意義は次のとおりとする。 

（１）「当社」とは、当社の経営する鉄道及び軌道をいう。 

（２）「駅」とは、旅客の取扱いをする停車場及び停留場をいう。 

（３）「列車」とは、電車をいう。 

（４）「キロ」又は「キロ程」とは、営業キロ程をいう。 

（５）「旅行開始」とは、旅客が旅行を開始する駅において乗車券の改札を受けて、入場する 

ことをいう。ただし、駅員無配置駅から旅客が乗車する場合は、その乗車することをいう。 

（６）「危険品」とは別表第４号に掲げる物品をいう。 

 

（運賃・料金前払いの原則） 

第４条  旅客の輸送等の契約の申し込みを行おうとする場合、旅客等は、所定の運賃・料金を支払

うものとする。ただし、当社において特に認めた場合は、後払いとすることができる。 

 

（契約の成立時期及び適用規定） 

第５条  旅客の輸送等の契約は、その成立について別段の意思表示があった場合を除き、旅客等が

所定の運賃・料金を支払い、乗車券等その契約に関する証票の交付を受けた時に成立する。 

２  前項の規定によって契約の成立した時以後における取扱いは、別段の定めをしない限り、すべ

てその契約の成立した時の規定によるものとする。 

 

（旅客運送等の制限又は停止） 

第６条  旅客の輸送等の円滑な遂行を確保するため、必要があるときは、次の各号に掲げる制限又
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は停止をすることがある。 

（１）乗車券の発売駅・発売枚数・発売時間・発売方法の制限又は停止。 

（２）乗車区間・乗車経路・乗車方法の制限又は乗車する列車の制限。 

（３）手回り品の持ち込み数量等の制限。 

（４）一時預り品の長さ・容積・重量・個数・品目・取扱時間の制限又は取扱いの停止。 

２  前項の制限又は停止をする場合は、その旨を関係駅に掲示する。 

３  次の各号の１つに該当する旅客の輸送は拒絶する。 

（１）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に規定する感染症その他旅客に対

して迷惑となる疾患のある者 

（２）付添人を伴わない重病者 

（３）他の旅客に不快感を与える奇異又は不潔な容装をしている者 

（４）係員の指示又は要請に従わない者 

４  前項の旅客で既に乗車している場合は、最寄りの駅で降車しなければならない。 

 

（運行不能の場合の取扱方） 

第７条  列車の運行が不能になったときは、その不通区間内着、若しくはこれを通過する旅客の取

扱いをしない。ただし、運輸上支障のない場合で旅客が次の各号に掲げる条件を承諾するときは、そ

の不通区間内着又は通過となる乗車券を発売することがある。 

（１）不通区間については、任意に旅行する。 

（２）不通区間に対する旅客運賃の払戻しの請求をしない。 

２  列車の運行が不能となったときであっても、当社において、他の運輸機関の利用又はその他の

方法によって連絡の措置をして、その旨を関係駅に掲示したときは、その不通区間は開通した 

ものとみなして旅客の取扱いをする。 

 

（キロ程のは数計算方） 

第８条  キロ程を用いて運賃・料金を計算する場合の１キロメートル未満のは数は、１キロメート

ルに切り上げる。 

 

（期間の計算方） 

第９条  期間の計算をする場合は、その初日は時間の長短にかかわらず、１日として計算する。 

一時預り品の引渡しの日についてもまた同じ。 

 

（乗車券に対する証明） 

第 10 条  当社において乗車券及び旅客運送等の契約に関する証票に証明を行う場合は、当該証票

にその証明事項を記入し、相当の証印を押す。 

 

（旅客等の提出する書類） 

第 11 条  旅客運送等の契約に関して、旅客等が当社に提出する書類は、黒インク（ボールペン含

む）をもって記載し、かつ、特に定めるものについては、これに証印を押すものとする。 

２  旅客等は、前項の規定による書類の記載事項の一部を訂正したときは、その訂正箇所に、相当

の証印を押すものとする。 
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第２編  旅客営業 

 

第１章  通則 

（乗車券の購入及び所持） 

第 12 条  列車に乗車する旅客は、その乗車する列車に有効な乗車券を購入しこれを所持しなけれ

ばならない。 

２  前項の規定にかかわらず、駅員無配置駅から乗車する旅客又は係員の承諾を得て乗車券を購

入しないで乗車した旅客は、乗車後直ちに相当の乗車券を購入するものとする。 

（均一制運賃区間に乗車する場合の運賃の支払方） 

 

第 13 条  旅客が均一制運賃区間（以下均一制区間という。）の列車に乗車したときは、下車の際、

普通旅客運賃又はその区間に有効な乗車券を所持する旅客（定期乗車券を除く。）はその使用券片を

車内に備付けの運賃箱に投入するものとする。 

 

（駅員無配置駅の旅客の取扱方） 

第 14 条  駅員無配置駅から乗車する旅客の取扱いは、列車の乗務員が行う。 

 

（キロ程） 

第 15 条  旅客運賃・料金の計算、その他の旅客運送の条件をキロメートルをもって定める場合は、

別に定める場合を除き営業キロ程による。 

 

第２章  乗車券の発売 

第１節  通則 

（乗車券の種類） 

第 16 条  乗車券の種類は次の通りとする。 

（１）普通乗車券片道乗車券 

往復乗車券 

（２）定期乗車券 

通勤定期乗車券 

通学定期乗車券 

シルバー定期乗車券 

（３）削除 

（４）削除 

（５）ＩＣカード乗車券 （別紙ＩＣカード乗車券取扱規則第４条に定める） 

（６）団体乗車券 

（７）特殊割引乗車券 

（８）特殊乗車券（電子式） 

 

（乗車券の発売箇所） 

第 17 条  乗車券は、別に定める場合を除いて、駅及び車内において係員又は乗車券自動券売機（以

下「自動券売機」という）により発売する。 

２  旅客が乗車券を所持しないで駅員無配置駅から乗車したとき、又は旅客が係員の承諾を得て
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乗車券を所持しないで乗車したときは、前項の規定にかかわらず、当該列車内において発売する。 

３  乗車券は前項第１項及び第２項に規定するほか、当社が臨時に設置した乗車券臨時発売所に

おいて発売することがある。 

(注)第１項の別に定める場合とは、当社が乗車券の発売を委託したものが営む営業所において乗車券

を発売する場合等をいう。 

 

（乗車券の発売範囲） 

第 18 条  乗車券は発売駅（当社が発売を委託したものが営む営業所にあっては、その所属する駅。）

から有効なものに限って発売する。ただし、定期乗車券・団体乗車券を除く。 

 

（乗車券の発売日） 

第 19 条  乗車券は次の各号に定める場合を除き、発売当日から通用開始となるものを発売する。 

（１）定期乗車券は、通用開始日の７日前から発売する。ただし、ＩＣい～カード定期券においては、

通用開始日の１４日前から発売することができる。 

（２）団体乗車券は運送引受後であって旅客の始発駅出発日の７日前から発売する。 

（３）その他、特に必要と認めたときは、鉄道部長の承認を得て、通用開始日の５日前から発売する

ことがある。 

 

（乗車券の発売時間） 

第 20 条  駅において乗車券を発売する時間は、別に定める場合を除き、その駅に発着する始発列

車の乗車に必要な時刻から終発列車の発車時刻までとする。 

別に定める場合とは終日駅員を配置しない駅又は委託駅をいう。 

 

（旅客運賃割引証及び証明書発行の監査） 

第 21 条  当社は必要に応じて旅客運賃割引証及び通学証明書の出納又は発行の適否、使用資格者

以外に対する発行の有無、その他正規に反する取扱いの有無等について、監査することができる。 

 

（割引乗車券等の不正使用の場合の取扱方） 

第 22 条  旅客運賃割引証によって購入した割引乗車券、旅客運賃割引証又は通学定期乗車券若し

くは通学証明書を、使用資格者が不正に使用し、又は使用資格者以外の者に使用させたときは、その

使用資格者に対して、これらの乗車券の発売を停止することがある。 

２  前項の規定による発売の停止は、その使用資格者の属する学校又は施設の責任者に対し、期限

を付して通告するものとする。 

 

（臨時割引普通乗車券の発売） 

第 23 条  当社が必要と認めた場合は、臨時に特別の運送条件を定めて、割引の普通乗車券を発売

することがある。この場合、旅客が特定される場合を除いて発売駅・発売区間・発売期間・発売条件

等その都度関係箇所に掲示する。 

 

（割引証又は証明書が無効となる場合及びこれを使用できない場合） 

第 24 条  旅客運賃割引証・通学証明書は次の各号の１に該当する場合は無効として回収する。 

（１）記載事項が不明となったものを使用したとき。 

（２）表示事項をぬり消し、又は改変したものを使用したとき。 

（３）有効期間を経過したものを使用したとき。 
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（４）有効期間内であっても使用資格を失った者が使用したとき。 

（５）記名人以外の者が使用したとき。 

２  旅客運賃割引証及び通学証明書は次の各号の１に該当する場合は、使用することができない。 

（１）発行者が記入しなければならない事項を記入していないもの及び発行者又は使用者が必要な

箇所に捺印していないもの。 

（２）記入事項を訂正した場合で、これに相当の証印のないもの。 

 

 

第２節  普通乗車券の発売 

（普通乗車券の発売） 

第 25 条  普通乗車券は均一制区間相互間又は均一制区間と対キロ区間制運賃区間（以下対キロ区

間制区間という。）相互発着となる場合を除き、次の各号によって発売する。 

（１）片道乗車券 

旅客が連続した区間を片道１回乗車（以下「片道乗車」という。）する場合に発売する。 

ただし、その経路が折返しとなる場合を除く。 

（２）往復乗車券   

旅客が往路又は復路とも片道乗車券を発売できる区間を往復１回乗車（以下「往復乗車」という。）

する場合に発売する。ただし、往路と復路の区間が異なるものを除く。 

 

（被救護者割引普通乗車券の発売）  

第 26 条  当社の指定する救護施設に保護され、又は救護されるもの（以下「被救護者」という。）

が旅行する場合で、第 27 条の規定による被救護者旅客運賃割引証を提出したときは、その旅客運賃

割引証１枚について１人１回限り、片道又は往復の割引乗車券を発売する。 

２  被救護者が老幼・虚弱若しくは不具のため又は逃亡のおそれがあるため、被救護者に付添人を

つける場合で、被救護者と、その付添人とが同一の区間の乗車券を購入するときは、被救護者１人に

ついて付添人１人を限って、前項の規定を準用する。 

３  前項の規定によって付添人に対して割引普通乗車券を発売する場合は、被救護者が往路用の

片道乗車券を購入するときであっても、付添人に対して往復乗車券を発売することがある。 

 

（被救護者割引証） 

第 27 条  被救護者は、前条の規定によって割引普通乗車券を購入する場合は、その保護又は救護

を受ける施設の代表者から割引証の番号・指定番号・乗車区間・乗車券の種類・旅行証明書番号・被

救護者の氏名及び年齢・付添人を必要とするときは、付添人の氏名及び年齢・発行年月日・施設の所

在地・名称並びにその代表者の氏名が記入され、発行台帳に対して契印の押された被救護者旅客運賃

割引証の交付を受けて、提出するものとする。 

２  被救護者旅客運賃割引証の有効期間は、発行の日から１箇月間とする。 

 

 

 

第３節  定期乗車券の発売 

（定期乗車券発行申込書） 

第 28 条  定期乗車券を購入する場合は、定期乗車券発行申込書(定期乗車券原票)に必要事項を記

入して、提出するものとする。 

２  定期乗車券発行申込書の様式は次のとおりとする。（様式省略） 
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（定期乗車券の経由指定） 

第 29 条  対キロ区間制区間内各駅から均一制区間各駅相互間、又は均一制区間内各駅相互間発着

となる通勤定期乗車券並びに通学定期乗車券は別表第２号に定める経由指定のうち旅客の任意によ

り、その１を選択して発売する。ただし、第 33 条に規定する全線定期乗車券を発売する場合を除く。 

※平成 13 年 10 月 1 日より、均一制区間定期券の乗降区間指定廃止に伴い当条項は無効。 

 

（定期乗車券の一括発売） 

第 30 条  事業所又は学校等で一括して定期乗車券発行の申込みを行う場合は、定期乗車券一括発

行申込書に種類・乗車区間・経由・通用開始日及び期間・氏名・年齢・発行申込者を記入し、（この

場合、定期乗車券番号・運賃等が記入できる欄を設けておく。）提出するものとする。 

 

２  通学定期乗車券にあっては、前項の記入事項のほか、学年及び居住地を記入し、指定学校代表

者の印を押すものとする。 

 

(定期乗車券を一括発売する場合の通用期間の特例) 

第 31 条  前条の規定により一括発売する場合で、当該定期乗車券の通用期間を一定させる必要が

あるときは、所定の通用期間に１箇月未満のは数となる日数を付加した通用期間の定期乗車券を発

売することができる。 

２  前項の通用期間を一定させる場合、原則として通用期間の最終日を月末とする。 

 

（通勤定期乗車券の発売） 

第 32 条  旅客が常時、区間・経路を同じくして乗車する場合で、定期乗車券発行申込書を提出し

たときは、通勤定期乗車券を発売する。 

 

（全線定期乗車券の発売） 

第 33 条  前条の規定にかかわらず、均一制区間内に限り、区間・経路を限定せず、均一制区間内

の全線に通用する全線定期乗車券を発売する。 

 

（通学定期乗車券の発売） 

第 34 条  次の各号の１に該当する学校（以下「指定学校」という。）の学生・生徒・児童又は幼児

が、通学のため常時、区間・経路を同じくして乗車する場合で、その在籍する指定学校の代表者にお

いて必要事項を記入して発行した通学証明書を定期乗車券発行申込書とともに提出したときは、旅

客の居住地もより駅と在籍指定学校もより駅との相互間について、通学定期乗車券を発売する。 

（１）学校教育法 (昭和 22 年法律第 26 号 )第１条の規定による学校。ただし、通信

による教育を行う学校の通信教育部にあっては、当社が指定した学校であって、面接

授業又は試験を行う期間の初日の１０日前から終了の５日後までの期間中に限る。  

（２）前号以外の国公立の学校（修業期間が１箇年以上で、かつ、１箇年の授業時

間が 700 時間以上のもの。）であって、当社の指定したもの。  

（３）学校教育法第 124 条の規定によって設立した専修学校・高等専修学校・専門

学校 (修業期間が１箇年以上で、かつ、１箇年の授業時間が 800 時間以上のもの）

であって当社の指定したもの。  

（４）学校教育法第 134 条の規定によって設立した各種学校 (設立認可後１箇年以上
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を経過し、修業時間が１箇年以上で、かつ、１箇年の授業時間が 700 時間以上のも

の。）であって、当社の指定したもの。  

２  通学証明書の様式は次のとおりとする。（様式省略）  

３  通学証明書の有効期間は、発行の日から１箇月間とする。  

４  本条第１項第２号及び第３号並びに第４号に該当する学校は別表第３号に掲げ

るとおりとする。  

５  指定学校の学生・生徒若しくは児童が、実習のため実習場等に、又は運動のため運動場等に往

来する場合、指定学校の代表者等の証明がある場合に限り、当該区間の通学定期乗車券を発売するこ

とができる。 

 

第４節  削除 

第 35 条  削除 

第 36 条  削除 

 

第５節  団体乗車券の発売 

(団体乗車券の発売） 

第 37 条  発着駅及び経路を同じくして、２５人以上が全行程を一団となって旅行する場合で、あ

らかじめその人員・行程・乗車すべき列車その他輸送計画に必要な事項を申し出て、当社の承認を受

けた団体の旅客で、次の各号の１に該当するものに対しては、旅客運賃を割引した団体乗車券を発売

する。 

（１）学生団体 

イ 次の１に該当する学校等の学生等とその付添人及び当該学校の教職員（嘱託している医師及び

看護師を含む。以下同じ。）又はこれと同行する旅行あっ旋人によって構成された団体で、当該学校

等の教職員が引率するもの。ただし、へき地教育振興法（昭和 29 年法律第 143 号）第２条に規定

するへき地学校で、市町村教育委員会が証明したものは、その人員が２５人未満のときであっても、

この取扱いをする。 

（イ）指定学校の学生・生徒・児童又は幼児。 

（ロ）児童福祉法第 39 条に規定する保育所の児童。 

（ハ）削除 

（ニ）削除 

ロ  前号の付添人は大人とし、当該団体を構成する旅客が次の各号の１に該当する場合に限るも

のとし、その人員はその旅客 1 人につき 1 人とする。 

（イ）幼稚園の幼児・保育所の幼児又は小学校３年生以下の児童であるとき。 

（ロ）当社において付添の必要を認めたとき。 

（２）普通団体 

前号以外の旅客によって構成された団体で、責任ある代表者が引率するもの。 

２  前項に規定するもののほか、当社において特に必要と認め、旅行目的・割引を受ける者の資格

等特別の運送条件を定めた団体（以下「特殊団体」という。）の旅客で、当社が運送の引受をしたも

のに対して、旅客運賃の割引をした団体乗車券を発売することがある。 

 

（団体乗車申込書の提出） 

第 38 条  前条に規定する団体乗車券を購入しようとする旅客は、団体乗車申込書に必要事項を記

入して提出するものとする。 
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２  団体乗車申込書の様式は次のとおりとする。（様式省略） 

（団体取扱条件の指定） 

第 39 条  団体旅客の乗車方法その他の取扱条件は、その都度定める。 

 

（団体旅客運送の申込人員又は申込みの取消し等） 

第 40 条  団体旅客の運送引受後、旅客の都合による申込人員その他取扱条件を変更又は、申込み

を取り消す場合は、運輸上支障がないと認められる場合に限り、これを行う。 

 

 

第３章  旅客運賃 

第１節  通則 

（旅客運賃の制度） 

第 41 条  旅客運賃は、対キロ区間制及び均一制、または表定制によって定める。 

２  前項による対キロ区間制、均一制及び表定制の区間は、次のとおりとする。 

（１）対キロ区間制区間、表定制区間 

高浜線・郡中線・横河原線の各駅相互間 

（２）均一制区間、表定制区間 

軌道線（古町～平和通１丁目間を含む。）各駅相互間 

 

（旅客運賃の計算上の経路等） 

第 42 条  旅客運賃は、旅客の実際乗車する経路及び発着の順序によって計算する。 

 

（旅客運賃計算） 

第 43 条  普通旅客運賃は、均一制区間を除いて、その発着駅間に対するキロ程によって計算する。

また、定期旅客運賃は表定制とする。 

 

（旅客運賃の打切り計算） 

第 44 条  旅客が発着区間の全部又は一部を復乗する場合における旅客運賃は復乗開始駅において

打切り各別にこれを計算する。 

 

(運賃制度を異にする区間相互にまたがる旅客運賃) 

第 45 条  旅客運賃の制度を異にする区間相互にまたがって乗車する場合の旅客運賃は、その旅客

運賃を合算したものとする。 

 

(旅客の区分及び旅客運賃の収受方) 

第 46 条  旅客運賃は次の掲げる年齢別の旅客の区分によって、この規則の定めるところにより、

その旅客運賃を収受する。 

大人１２歳以上の者（１３歳未満の小学生は小児とする） 

小児６歳以上１２歳未満の者（６歳でも小学校入学前は幼児とする） 

幼児１歳以上６歳未満の者 

乳児１歳未満の者 

２  前項の規定の幼児であっても、次の各号の１に該当する場合は、これを小児とみなして旅客運 

賃を収受する。 

（１）幼児だけで旅行するとき。 
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（２）団体旅客として旅行するとき、又は団体旅客に随伴されるとき。 

（３）団体乗車券以外の乗車券を使用する６歳以上の旅客に随伴されている場合でも２人をこえた

者であるとき。 

３  前２項以外の場合、幼児及び乳児に対しては、旅客運賃は収受しない。 

 

(小児の旅客運賃) 

第 47 条  小児の片道普通旅客運賃・定期旅客運賃は、均一制区間を乗車する場合及び往復乗車す

る場合を除いて、大人の片道普通旅客運賃又は、定期旅客運賃をそれぞれ折半してその１０円未満の

は数は１０円単位に切り上げて計算（以下このは数計算方法を「は数計算」という。）したものとす

る。 

 

(旅客運賃割引の重複適用の禁止) 

第 48 条  旅客は、旅客運賃について２以上の割引条件に該当する場合であっても、同一の乗車券

について、重複して旅客運賃割引を請求することができない。 

 

 

第２節  普通旅客運賃 

(片道普通旅客運賃) 

第 49 条  対キロ区間制区間及び均一制区間の片道普通旅客運賃は別に定める。 

 

(割引の片道普通旅客運賃) 

第 51 条  割引の大人片道旅客運賃は、大人片道普通旅客運賃から割引額を差し引き、割引の運賃

小児旅客運賃は、小児片道普通旅客運賃から割引額を差し引いて、それぞれは数計算した額とする。 

 

(往復普通旅客運賃) 

第 52 条  往復乗車する場合の普通旅客運賃は、片道普通旅客運賃を２倍した額とする。 

２  往復乗車する場合の割引の普通旅客運賃は、割引の片道普通旅客運賃を２倍した額とする。 

 

(被救護者割引) 

第 53 条  第 26 条の規定により被救護者又は、その付添人に対して割引普通乗車券を発売する場

合は、普通旅客運賃の５割を割引する。 

 

(臨時割引普通乗車券の割引率) 

第 54 条  第 23 条の規定により割引の普通乗車券を発売する場合の割引率はその都度定める。 

 

 

第３節  定期旅客運賃 

(定期旅客運賃) 

第 55 条  対キロ区間制区間及び均一制区間の定期旅客運賃は、表定制として別に定める。 

 

(割引の定期旅客運賃) 

第 56 条  割引の大人定期旅客運賃は、大人定期旅客運賃から割引額を差し引き、割引の小児定期

旅客運賃は、小児定期旅客運賃から割引額を差し引き、それぞれは数計算した額とする。 
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(一括発売の場合における定期旅客運賃) 

第 57 条  第 30 条の規定により、定期乗車券を事業所又は、指定学校等で、発売日を指定して、

一括発売をする場合で、１箇月未満のは数を付加した定期旅客運賃は、所定の１箇月・３箇月・６箇

月の通用期間に対する定期旅客運賃に、その通用期間の終了する翌日から、通用期間を同一にする日

までの１箇月未満の日数（以下「調整期間」という。）に１箇月の定期旅客運賃を乗じ、調整期間の

属する最終月の総日数で除し、は数計算した額を加算した額とする。 

 

 

第４節  削除 

第 58 条  削除 

第 59 条  削除 

第 60 条  削除 

 

第５節  団体旅客運賃 

(団体旅客に対する割引率) 

第 61 条  第 37 条の規定により、団体乗車券を発売する場合は、次の各号によって普通旅客運賃

の割引を行う。 

（１）学生団体 

団体構成人員 25 人以上 

割引率    2 割 

第 37 条第１項第１号イただし書きに規定するへき地学校で２５人未満の割引率は２割とする。 

（２）普通団体 

団体構成人員 25 人以上 

割引率    1 割 

（３）特殊団体に対する割引率は、その都度定める。 

 

(団体旅客の無賃扱人員) 

第 62 条  団体旅客に対しては、団体旅客人員５０人から９９人まで１人、１００人をこえて５０

人を増すごとに１人を無賃扱いとする。 

２  前項の無賃扱いをする人員は、その団体の構成人員に含め、前条に規定する割引率をその団体

に適用する。 

 

(団体旅客運賃の計算方) 

第 63 条  団体旅客運賃は、大人・小児各別に片道・回遊又は往復の全行程に対する１人当たり大

人若しくは小児普通旅客運賃から割引額を差し引き計算上生じた１０円未満のは数はこれを１０円

単位に切り上げた額に団体旅客運賃の収受人員を乗じた額を合算する。 

 

(団体旅客に対する最低運賃適用の特例) 

第 64 条  団体旅客運賃の最低額は別表第１号のとおりとする。ただし、旅客運賃打切区間ごとに

適用しないで、全行程に対する一人当り割引旅客運賃についてこれを適用する。 
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第４章  乗車券の効力 

第１節  通 則 

(乗車券の使用条件) 

第 65 条  乗車券は、乗車人員を記載したものを除き、１券片をもって１人が１回に限り、その券

面表示事項に従って使用することができる。ただし、定期乗車券については、その使用回数を制限 

しない。 

２  乗車券は、乗車以外の目的で乗降場に出入りする場合には使用することができない。 

 

(効力の特例) 

第 66 条  乗車券は次の各号に該当する場合は、前条の規定にかかわらず、使用することができる。 

（１）使用者の資格を特定しない大人用普通乗車券を小児が使用して乗車する場合。 

（２）乗車券の券面に表示された発着区間の途中駅から乗車する場合。 

 

第 67 条  削除 

 

(乗車券の使用順序によらない券片の効力の特例) 

第 68 条  往復乗車券の復片から先に使用した場合の往片は、これを有効として取扱うことができ

る。 

 

(券面表示事項が不明の乗車券) 

第 69 条  乗車券は、その券面表示事項が不明となったときは、使用することができない。 

２  前項の規定により使用できない乗車券を所持する旅客は、これを駅に差し出して書替えを請

求することができる。ただし、定期乗車券にあっては、別表１号に定める手数料を収受して書替を請

求することができる。 

３  前項の規定により旅客から書替えの請求があった場合は、旅客に悪意がないと認められ、かつ、

その不明事項が判別できるときに限って、当該乗車券と引換えに、再交付の取扱いをする。 

４  前各項の規定は、券面表示事項又は様式の整っていない乗車券について準用する。 

 

(不乗区間に対する取扱方) 

第 70 条  旅客は第 66 条第 2 号の規定により乗車券の券面に表示された発着区間内の途中駅から

旅行を開始し、又は同区間内の途中下車ができる駅で途中下車をした後に前途の駅から乗車した場

合の不乗区間については、乗車の請求をすることができない。 

 

(小児用乗車券の効力の特例) 

第 71 条  小児用の乗車券は、その通用期間中に使用旅客の年齢が１２才に達した場合であっても、

第 46 条の規定にかかわらずこれを使用することができる。 

 

(通用期間の起算日) 

第 72 条  乗車券の通用期間は、通用開始日を特に指定して発売した場合を除き、当該乗車券を発

行した当日から起算する。 

 

(効力のない乗車券を使用しようとした場合の取扱方) 

第 73 条  旅客が当該乗車について効力のない乗車券を使用しようとした場合は、これを無効とし
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回収する。ただし、他の乗車について使用できるものであって、旅客に悪意がなく、その証明ができ

る場合はこの限りではない。 

 

第２節  乗車券の効力 

(通用期間) 

第 74 条  乗車券の通用期間は、別に定める場合のほか、次の各号による。 

（１）普通乗車券 

イ 片道乗車券 １日とする。 

ロ 往復乗車券 １日とする。 

（２）定期乗車券 １箇月、３箇月、６箇月とする。 

（但し、シルバー定期乗車券は１箇月のみとする。） 

（３）削除 

（４）団体乗車券 その都度定める。 

 

(途中下車) 

第 75 条  普通乗車券及び団体乗車券を所持する旅客は途中下車をすることができない。 

２   削除 

 

 

(改氏名の場合の定期乗車券の書替) 

第 76 条  定期乗車券の使用者が、氏名を改めた場合は、これを発行駅に差し出し別表第１号に定

める手数料を支払って、その氏名の書替えを請求しなければならない。 

 

(乗車券が前途無効となる場合) 

第 77 条  乗車券（往復乗車券についてはその使用する券片）は次の各号の１に該当する場合

は、その後の乗車については無効として回収する。 

（１）旅客が途中下車のできない駅に任意に下車したとき。 

（２）旅客が第 154 条第１項又は、第 155 条若しくは第 156 条の取扱いを受けたとき。 

（３）鉄道営業法(明治 33 年法律第 65 号)第 41 条の規定によって、途中で下車をさせられた場合 

又は同法第 42 条によって車外に退去させられたとき。 

 

(定期乗車券以外の乗車券が無効となる場合) 

第 78 条  定期乗車券以外の乗車券は、次の各号に該当する場合、その全券片を無効として回収す

る。 

（１）旅客運賃割引証と引換に購入した割引の乗車券を、割引証の記名人以外の者が使用したとき。 

（２）券面表示事項が不明となった乗車券を使用したとき。 

（３）第 24 条第１項の規定により無効となる旅客運賃割引証で購入した乗車券を使用したとき。 

（４）身分又は資格を偽って発行された各種割引証又は証明書で購入した乗車券を使用したとき。 

（５）券面表示事項（途中下車印等を含む。）をぬり消し、又は改変して使用したとき。 

（６）区間の連続していない２枚以上の普通乗車券を使用して、その各券面に表示された区間と区間

との間を乗車したとき。 

（７）旅行開始後の乗車券を他人から譲り受けて使用したとき。 

（８）身分証明書等の携帯を必要とする乗車券を使用する旅客が、これを携帯してないとき。 

（９）係員の承諾を得ないで、乗車券の券面に表示された区間外の区間を乗車したとき。 
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（10）大人が小児の乗車券を使用したとき。ただし、第 71 条に規定する場合を除く。 

（11）乗車券をその券面に表示された発着の順序に違反して使用したとき。 

（12）通用期間を経過した乗車券を使用したとき。 

（13）その他乗車券を不正乗車の手段として使用したとき。 

２  前項の規定は、偽造（擬装を含む。以下同じ。）した乗車券を使用して乗車した場合に準用す

る。 

 

(定期乗車券が無効となる場合) 

第 79 条  定期乗車券は、次の各号に該当する場合は無効として回収する。 

（１）定期乗車券をその記名人以外の者が使用したとき。 

（２）券面表示事項が不明となった定期乗車券を使用したとき。 

（３）使用資格・氏名・年齢・区間又は通学の事実を偽って購入した定期乗車券を使用したとき。 

（４）券面表示事項をぬり消し、又は改変して使用したとき。 

（５）区間の連続していない２枚以上の定期乗車券を使用して、その各券面に表示された区間と区間

との間を乗車したとき。 

（６）定期乗車券の区間と連続していない普通乗車券を使用してその各券面に表示された区間と区

間との間を乗車したとき。 

（７）通学定期乗車券を使用する旅客が、その使用資格を失った後に使用したとき。 

（８）通用期間開始前は有効とならない定期乗車券を、その期間開始前に使用したとき。 

（９）通用期間満了後の定期乗車券をその期間満了後に使用したとき。 

（10）身分証明書等の携帯を必要とする定期乗車券を所持する旅客が、これを携帯していないとき。 

（11）係員の承諾を得ないで、定期乗車券の券面に表示された区間外の区間を乗車したとき。 

（12）その他定期乗車券を、不正乗車の手段として使用したとき。 

２  前項の規定は、偽造した定期乗車券を使用して乗車した場合に準用する。 

 

第 80 条  削除 

 

(通学定期乗車券の効力) 

第 81 条  通学定期乗車券は、その通学する指定学校の代表者の発行した身分証明書を携帯する場

合に限って有効とする。 

２  学校の代表者が発行した身分証明書又は学生証で、前項に規定する様式に準ずるものは、同項

の身分証明書に代用することができる。 

３  第 34 条第１項第１号ただし書きの規定による通信教育の学校の学生又は生徒であるときは、

その学校を代表する責任者の発行した面接授業又は試験の期間を証明する証明書を身分証明書とあ

わせて携帯しなければならない。 

 

(被救護者用割引乗車券の効力) 

第 82 条  被救護者旅客運賃割引証を使用して購求した普通乗車券は、当該割引証に記入されてい

る被救護者又は付添人が、当該施設の代表者の発行した旅行証明を携帯する場合に限って使用する

ことができる。 

２  前項の旅行証明書の有効期間は、発行の日から１箇月間とする。 

３  被救護者旅客運賃割引証を使用して購求した付添人用往復乗車券の往片は第１項の規定によ

るほか、付添人が被救護者と同行する場合に限って使用することができる。 

第５章  乗車券の様式 
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第１節  通 則 

(乗車券の表示事項) 

第 83 条  乗車券の券面には、次の各号に掲げる事項を表示する。 

（１）旅客運賃（経路の表示を必要とする場合は、その経路） 

（２）通用区間 

（３）通用期間 

（４）発行日付 

（５）発売箇所名 

２  臨時に発売する乗車券その他特殊の乗車券にあっては、前項に規定する表示事項の一部を省

略又は、その他の事項を追加することがある。 

 

(この章に規定する乗車券の様式の変更又は補足等) 

第 84 条  この章において規定する乗車券の様式は印刷上の形式であってそれぞれの乗車券は相当

の表示事項を印刷するとともに、不足する事項については、発売の際に、不足する事項又は印刷する

事項を記入式とした事項等については、印章を押し、記載し、切断し、又は入鋏する等の方法によっ

て補うものとする。 

２  乗車券の様式は、必要によって、表面に表示すべき事項を裏面に表示し、又は表示事項の配列

を一部変更し、若しくは乗車券の紙質・字膜様・寸法等の変更並びに表示事項を省略又は追加するこ

とがある。 

３  小児用乗車券の表面には「小」又は「小児」の影文字等をもって表示する。 

 

第 85 条  削除 

 

(旅客運賃割引等に対する表示) 

第 86 条  旅客運賃の割引等を行う乗車券には、その証として関係片券の表面に次の印を押すもの

とする。ただし、特に設備した割引乗車券を発売する場合は、これを省略することができる。（様式

省略） 

 

(定期乗車券の経由印) 

第 87 条  第 29 条の規定によって発売する定期乗車券に対しては、次の区別により、その表面上

部余白に経由駅名又は経由線名を表示した経由印を押す。（様式省略） 

※平成 13 年 10 月 1 日より、均一制区間定期券の乗降区間指定廃止に伴い当条項は無効。 

 

(乗車券の代用発行等) 

第 88 条  一行５人以上の旅客が一団となって乗車する場合は、普通乗車券の代用として、団体乗

車券を発行することができる。 

２  往復乗車券の備えがない場合で、旅客から請求があった場合は、番号の連続する２枚の常備片

道乗車券の表面に第 86 条第７号に規定する印を押し、往復乗車券の代用として発行することができ

る。 

 

 

 

第２節  乗車券の様式 
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第１款  普通乗車券の様式 

(常備片道乗車券の様式) 

第 89 条  常備片道乗車券の様式は、次のとおりとする。(様式省略) 

（１）一般式大人小児用旅客運賃は大人の旅客運賃を印刷する。以下本款に規定する大人小児用乗車

券についてもまた同じ。 

（２）金額式大人小児用 

（３）一般式大人用 

（４）金額式大人用 

（５）一般式小児用 

（６）金額式小児用 

（７）自動券売機大人用 

（８）金額式小児用 

 

(補充片道乗車券の様式) 

第 90 条  補充片道乗車券の様式は、次のとおりとする。（様式省略） 

（１）一般式大人小児用 

（２）金額式大人用 

（３）金額式小児用 

 

(車内乗車券の様式) 

第 91 条  車内乗車券の様式は、次のとおりとする。（様式省略） 

（１）金額式車内券 

（２）車内補充券 

 

(常備往復乗車券の様式) 

第 92 条  常備往復乗車券の様式は、次のとおりとする。（様式省略） 

（１）一般式大人用 

（２）一般式小児用 

 

(補充往復乗車券の様式) 

第 93 条補充往復乗車券の様式は、次のとおりとする。（様式省略） 

（１）一般式大人・小児用 

 

第２款  定期乗車券の様式 

 

(常備定期乗車券の様式) 

第 94 条  常備定期乗車券の様式は、次のとおりとする。（様式省略） 

（１）通勤大人用 

（２）通学大人用 

（３）通学小児用 

（４）シルバー定期 

 

(準常備定期乗車券の様式) 

第 95 条  準常備定期乗車券の様式は、次のとおりとする。（様式省略） 
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（１）通学大人用 

(補充定期乗車券の様式) 

第 96 条  補充定期乗車券の様式は、次のとおりとする。（様式省略） 

（１）通勤用 

（２）通学用 

 

第３款  削除 

第 97 条  削除 

第 98 条  削除 

第 99 条  削除 

 

第４款  団体乗車券の様式 

 

(団体乗車券の様式) 

第 100 条  団体乗車券の様式は、次のとおりとする。（様式省略） 

 

 

第６章  乗車券の改札及び引渡し 

第１節  通 則 

(乗車券の改札) 

第 101 条  乗車の目的で、乗降場に入場し、又は乗降場から出場しようとする者は、所定の乗車

券を所持して、係員の改札を受け、定められた場所から入出場しなければならない。 

２  前項の規定によるほか、旅客は、係員の請求があるときは、いつでもその所持する乗車券の改

札を受けなければならない。当該乗車券の使用が身分証明書等の携帯を必要とするものであるとき

の身分証明書等についてもまた同じ。 

 

(乗車券の引渡し) 

第 102 条  旅客は、その所持する乗車券が効力を失い、若しくは不要となった場合又はその乗車

券を使用する資格を失った場合は、当該乗車券を係員に引渡すものとする。 

 

第２節  乗車券の改札及び引渡し 

 

(普通乗車券の改札及び引渡し) 

第 103 条  普通乗車券を使用する旅客は、旅行を開始する際に、当該乗車券を係員に呈示して入

鋏を受け、乗継をする際に、これを係員に呈示して改札を受けるものとする。 

２  普通乗車券を使用する旅客は、旅行を終了した際に、当該乗車券を係員に引渡すものとする。 

 

(定期乗車券の改札及び引渡し) 

第 104 条  定期乗車券を使用する旅客は、旅行を開始する際及び旅行を終了した際に、当該乗車

券を係員に呈示してその改札を受けるものとする。 

２  定期乗車券を使用する旅客は、当該乗車券の通用期間が満了した際に、直ちに、これを係員に

引き渡すものとする。 
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第 105 条  削除 

 

(団体乗車券の改札及び引渡し) 

第 106 条  団体乗車券を使用する旅客の引率者は、旅行を開始する際及び乗継をする際に、当該

乗車券を係員に呈示して改札を受けるものとする。 

２前項の引率者は、団体旅客が券面に表示された発着区間の旅行を終了した際に、その所持する 

乗車券を係員に引き渡すものとする。 

 

 

第７章  乗車変更等の取扱 

第１節  通則 

(乗車変更等の取扱箇所) 

第 107 条  乗車変更その他この章に規定する取扱いは、駅又は車内において行う。ただし、旅客

運賃・料金の払いもどしは、旅行中止駅等所定の駅に限って取り扱う。 

２  前項の規定にかかわらず、駅員無配置駅における乗車変更等の取扱いは、その隣接の駅員配置

駅において取り扱う。 

 

(払いもどし請求権行使の期限) 

第 108 条  旅客は、旅客運賃・料金について払いもどしの請求をすることができる場合であって

も、当該乗車券が発行の日の翌日から起算して１箇年を経過したときは、これを請求することができ

ない。 

 

 

第２節  乗車変更の取扱 

第１款  通 則 

(乗車変更) 

第 109 条 普通乗車券を所持する旅客が、その乗車券面に表示された区間を乗越し又は異なった方

向に変更する場合で当社が取り扱う変更を「乗車変更」という。 

 

(乗車変更の取扱範囲) 

第 110 条  乗車変更の取扱いは、その変更の開始される駅の属する券片に限って取り扱う。 

２  前項の場合において、均一制区間内又は、すでに乗車した区間と変更区間とが復乗となるとき

は、この取扱いをしない。 

 

(別途乗車) 

第 111 条  旅客が、乗車変更の請求をした場合において、その所持する乗車券が、乗車変更の取扱

いをしないものであるとき、又はその取扱いをしない区間であるときは別途乗車としてその区間に

対する普通旅客運賃を収受して取り扱う。 

(注)「乗車変更の取扱いをしないもの」とは、区間・経路等に制限のある種類の割引乗車券・定期乗

車券・団体乗車券をいう。 

第２款  乗車変更の取扱方 

(乗車変更の取扱方) 

第 112 条  普通乗車券を所持する旅客は、あらかじめ係員に申出て、その承諾を受け、乗車券面の
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着駅以外の駅に乗車変更をすることができる。 

２  前項の取扱いをする場合は、原乗車券の区間に対する既に収受した旅客運賃と、実際の乗車区

間に対する普通旅客運賃とを比較して、不足額は収受し、過剰額は払いもどしをしない。この場合、

原乗車券が割引乗車券であって、その割引が変更区間に対しても適用のものであるときは、割引の運

賃によって計算する。 

 

 

第３節  旅客の特殊取扱 

第１款  通 則 

(旅客運賃の払いもどしに伴う割引証等の返還) 

第 113 条  旅客は、割引証等を提出して購求した乗車券について払いもどしの取扱いをうけた場

合は、既に提出した割引証等の返還を請求することができない。 

(旅客運賃の払いもどしをしない場合) 

第 114 条  旅客は、第 66 条第１号の規定により小児が大人用の乗車券を使用して乗車した場合の

旅客運賃の差額については、払いもどしを請求することができない。 

 

 

第２款  無札 

(無札旅客に対する旅客運賃・増運賃の収受) 

第 115 条  旅客が、次の各号の１に該当する場合は無札旅客として、当該旅客の乗車駅からの普

通旅客運賃と、その２倍に相当する額の増運賃とをあわせ収受する。 

（１）係員の承諾を受けず、乗車券を所持しないで乗車したとき。 

（２）別の定める場合を除いて、乗車券に入鋏を受けないで乗車したとき。ただし、旅客に悪意がな

くその証明ができる場合はこの限りでない。 

（３）第 78 条の規定によって無効となる乗車券で乗車したとき。 

（４）乗車券改札の際にその呈示を拒み、又はその取集めの際に引渡しをしないとき。 

２  削除 

３  団体旅客が、その乗車券の券面に表示された事項に違反して乗車した場合は、第４項に該当す

るときを除き、その全乗車人員について計算した第１項の規定による旅客運賃及び増運賃を、その団

体申込者から収受する。 

４  団体旅客が、乗車券面に表示された人員を超過して乗車し、又は小児の人員として大人を乗車

させたときは、第 78 条の規定にかかわらず、その超過人員又は大人だけを、その団体申込者から第

１項の規定による旅客運賃及び増運賃を収受する。 

 

(定期乗車券不正使用旅客に対する旅客運賃・増運賃の収受) 

第 116 条  第 79 条第１項の規定により定期乗車券を無効として回収した場合（同条第２項におい

て準用する場合を含む。）は、当該旅客から次の各号による普通旅客運賃と、その２倍に相当する額

の増運賃とをあわせ収受する。 

（１）第 79 条第１項第１号から第５号までの１に該当する場合はその定期乗車券の効力が発生した

日（第５号に該当する場合で効力の発生した日が異なるときは、発見日に近い日）から、同項第７

号に該当する場合はその使用資格を失った日から、同項第８号に該当する場合はその発売の日から、

同項第９号に該当する場合はその通用期間満了の日の翌日から、それぞれの無効の事実を発見した

当日まで、その定期乗車券を使用して券面に表示された区間（同項第５号の場合においては、各定
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期乗車券の券面に表示された区間と区間外とを合わせた区間）を、毎日２回ずつ乗車したものとし

て計算した普通旅客運賃。 

（２）削除 

（３）第 79 条第１項第６号に該当する場合であって、普通乗車券を使用したとき、及び同項第 10 号

から第 12 号までの１に該当する場合は、その乗車した区間に対する普通旅客運賃。 

 

(無札旅客の乗車駅不明の場合) 

第 117 条  第 115 条の規定により旅客運賃・増運賃を収受する場合において、当該旅客の乗車駅

が判明しない場合は、その列車の出発駅（接続列車がある場合で、接続列車に乗車したことが明らか

なときは、接続列車の出発駅）から乗車したものとみなして同条の規定を適用する。 

 

 

第３款  紛 失 

(乗車券紛失の場合の取扱方) 

第 118 条  旅客が、旅行開始後、その乗車券を紛失した場合であって、係員がその事実を認定する

ことができないときは、既に乗車した区間については、第 115 条及び第 117 条の規定による旅客運

賃及び増運賃を、前途の乗車区間については、これに相当する普通旅客運賃を収受し、また係員が、

その事実を認定することができるときは、その全乗車区間に相当する普通旅客運賃を収受して増運

賃を収受しない。 

２  前項の場合に旅客は、再収受証明書の交付を請求することができる。ただし、定期乗車券使用

の旅客は、この限りでない。 

３  第１項の後段及び前項の規定は、旅客が旅行開始前に、乗車券を紛失した場合に準用する。 

 

(再収受した旅客運賃の払いもどし) 

第 119 条  前条の規定によって普通旅客運賃又は増運賃を支払った旅客が、紛失した乗車券を発

見した場合は、その乗車券と再収受証明書とを、もより駅に差し出して、再収受証明書１枚につき、

別表第１号に定める手数料を支払って、その旅客運賃又は増運賃の払いもどしを請求することがで

きる。ただし、再収受証明書発行の翌日から起算して１箇年を経過したときは、これを請求すること

ができない。 

 

(団体乗車券紛失の場合の取扱方) 

第 120 条  旅客が、団体乗車券を紛失した場合であって、係員がその事実を認定することができ

る場合は、第 118 条の規定にかかわらず、別表第１号に定める手数料を収受して、別に旅客運賃を支

払わないで、相当の団体乗車券を再交付することがある。 

 

 

第４款  任意による旅行の取りやめ 

(旅行開始前の旅客運賃の払いもどし) 

第 121 条  旅客は、旅行開始前に、普通乗車券が不要になった場合、その乗車券の券片が入鋏前

で、かつ、運用期間内であるときに限って、これを駅に差し出して、既に支払った旅客運賃の払いも

どしを請求することができる。この場合、旅客は、別表第１号に定める手数料を支払うものとする。 

２  前項の規定により払いもどしの請求をした乗車券が往復乗車を発売条件として発売した割引

乗車券であって往片を使用している場合の払いもどし額は、同項の規定にかかわらず既に収受した

往復旅客運賃から既に使用した往片に対する無割引の普通旅客運賃を差引いた残額とする。 
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(使用開始前の定期旅客運賃の払いもどし) 

第 122 条  前条第１項の規定は、通用期間開始前の定期乗車券について準用する。ただし、定期

乗車券については発行駅において別表第１号に定める手数料を収受して払いもどしする。 

 

(旅行開始前の団体旅客運賃の払いもどし) 

第 123 条  旅客は、旅行開始前に団体乗車券が不要となった場合は、始発駅出発時刻までにこれ

を駅に差し出したときに限って既に支払った団体旅客運賃の払いもどしを請求することができる。

この場合、旅客は、別表第１号に定める手数料を支払うものとする。 

２  団体旅客の人員が旅行開始前に減少した場合で、請求があるときは、減少した人員に対し前項

の規定を準用して旅客運賃を払いもどすことがある。 

(不乗車区間に対する旅客運賃の払いもどしをしない場合) 

第 124 条  旅客は、第 70 条の規定により、乗車券の券面に表示された発着区間内の途中駅から任

意に旅行を開始した場合、又は同区間内の途中駅で下車した後に前途の駅から任意に乗車した場合

の不乗車区間に対する旅客運賃の払いもどしを請求することができない。 

 

(定期乗車券使用開始後の旅客運賃の払いもどし) 

第 125 条  旅客は、定期乗車券の使用を開始した後、その定期乗車券が不要となったときは、通

用期間内である場合に限ってこれを発行駅に差し出して、既に支払った定期旅客運賃から、使用経過

月数に相当する定期旅客運賃を差し引いた残額の払いもどしを請求することができる。この場合に

旅客は、別表第１号に定める手数料を支払うものとする。 

２  前項の計算については、払いもどし請求の当日は経過日数に算入し、また、１箇月未満の経過

日数は、１箇月として計算する。 

３  第１項の定期乗車券の経過月数に相当する定期旅客運賃は、次の各号によって計算する。 

（１）使用経過月数が１箇月、３箇月又は６箇月のときは、各その月数に相当する定期旅客運賃。 

（２）使用経過月数が２箇月のときは、１箇月に相当する定期旅客運賃の２倍。 

（３）使用経過月数が４箇月のときは、３箇月と１箇月に相当する定期旅客運賃の合算額。 

（４）使用経過月数が５箇月のときは、３箇月と１箇月の２倍に相当する定期旅客運賃の合算額。 

（５）使用経過月数が７箇月のときは、６箇月と１箇月に相当する定期旅客運賃の合算額。 

（６）使用経過月数が８箇月のときは、６箇月と１箇月の２倍に相当する定期旅客運賃の合算額。 

（７）使用経過月数が９箇月のときは、６箇月と３箇月に相当する定期旅客運賃の合算額。 

（８）使用経過月数が１０箇月のときは、６箇月と３箇月と１箇月に相当する定期旅客運賃の合算額。 

（９）使用経過月数が１１箇月のときは、６箇月と３箇月と１箇月の２倍に相当する定期旅客運賃の

合算額。 

 

(シルバー定期乗車券を使用開始後、旅客運賃を払いもどしする場合の特例) 

第 126 条  前条の規定にかかわらず、シルバー定期乗車券を所持する旅客が使用開始後、そのシ

ルバー定期乗車券を使用する見込みがなくなった場合は、これを発行駅に差し出して、既に支払った

シルバー定期旅客運賃から使用経過日数（申し出当日を含む。）を１日２回ずつ、初乗り運賃区間を

乗車したものとして計算した旅客運賃と別表第１号に定める手数料を控除した残額の払いもどしを

請求することができる。 

 

２  前項の取り扱いをする場合は、払いもどしの事由を付した所定の申請書（様式略）を提出する

ものとする。 
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(旅行中止による適用期間の延長及び旅客運賃の払いもどし) 

第 127 条  旅客は、旅行開始後、次の各号の１に該当する場合であって、かつ、その所持する乗車

券が通用期間内であるときは、１回に限って乗車券を預けた日から有効期間を延長する事由がなく

なった日までの日数（３０日を限度とする。）について乗車券の通用期間の延長を請求し、又は既に

支払った旅客運賃から既に乗車した区間の相当旅客運賃を差し引いた残額の払いもどしを請求する

ことができる。この場合払いもどしを受ける旅客は、別表第１号に定める手数料を支払うものとする。 

（１）傷い疾病によって旅行を中止したとき。 

（２）司法権又は国会からの喚問その他これに類する行政権の発動により旅行を中止したとき。 

２  前項の規定による通用期間の延長の請求は、旅行開始前の乗車券についてもこれを準用する。 

３  定期乗車券・団体乗車券を使用する旅客は、前 2 項の請求をすることができない。 

４  旅客は第１項及び第２項の規定により乗車券の通用期間の延長の取扱いを請求しようとする

場合は、あらかじめ関係の駅に申し出て、その乗車券を駅に預けるものとし、かつ、旅行を再び開始

する際、乗車券に通用期間延長の証明を受けたうえ、これを受け取るものとする。この場合、旅客が、

第１項の規定により延長できる期間内に旅行を開始しないときは、その乗車券は無効として回収す

る。 

 

(最終列車に乗りおくれた場合の取扱い方) 

第 128 条  普通乗車券を所持する旅客が、当日最終列車に乗りおくれた場合は、直ちに当該乗車

券を係員に呈示して、翌日まで通用期間の延長又は、別表第１号に定める手数料を収受して旅客運賃

の払いもどしの取扱いをする。 

 

 

第５款  運行不能及び遅延 

(列車の運行不能・遅延等の場合の取扱い方) 

第 129 条  旅客（定期乗車券使用の旅客を除く。）は旅行開始後、次の各号の１に該当する場合、

第 130 条の規定によって定められた日数の乗車券の通用期間の延長、若しくは第 131 条の規定によ

る無賃送還又は、旅行を中止して第 131 条第２項の規定による旅客運賃の払いもどしの請求をする

ことができる。 

（１）列車が運行不能となったとき。 

（２）列車が運行時刻より遅延し、そのため接続駅で接続予定の列車の出発時刻から１時間以上にわ

たって、目的地に出発する列車に接続を欠いだとき又は着駅到着時刻に１時間以上遅延したとき。 

（３）車両の故障その他旅客の責任とならない事由によって、旅行を中止したとき。 

２  旅客は、旅行開始前に前項各号に定める事由が発生したため、事故発生前に購入した乗車券が

不要となった場合は、これを駅に差し出して、すでに支払った旅客運賃の払いもどしを請求するこ

とができる。 

 

(乗車券通用期間延長の取扱方) 

第 130条  前条の規定による乗車券の通用期間延長の取扱いは、次の各号の定めるところによる。 

（１）旅客は、乗車券の通用期間延長を請求しようとする場合は、あらかじめ、関係の駅に申し出て、

当該乗車券を駅に預けるものとする。この場合、延長する通用期間は、次の期間とし、この期間を

原通用期間に加算したものを当該乗車券の通用期間とする。 

イ 第 129 条第１項第１号に規定する事由による場合は、当該乗車券を預けた日から開通後５日以

内において旅行を再び開始する日の前日までの日数。 
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ロ 第 129 条第１項第２号及び第３号に規定する事由による場合は、１日。 

（２）旅客は、旅行を再び開始する際、乗車券に通用期間延長の証明を受けたうえ、これを受け取る

ものとする。 

（３）旅客が、延長した期間内に旅行を継続しなかったときは、その乗車券は無効として回収する。 

 

 

(無賃送還の取扱方) 

第 131 条  第 129 条第１項の規定により旅客が無賃送還の取扱いの請求をした場合は、次の各号

の定めるところにより取扱う。 

（１）無賃送還は、その事実が発生した際使用していた乗車券の券片に表示された発駅までとする。

この場合、当該乗車券が発駅共通のものであるときは、発駅共通区間内の旅客の希望駅までとする。 

（２）無賃送還は、最近の時刻に乗車券面に表示された発駅に向けて出発する列車による。 

（３）無賃送還は、乗車券に表示された経路による。ただし、やむを得ない事由によって乗車券面に

表示された経路によって無賃送還を行うことができないときは他の経路による。 

（４）無賃送還中は、途中下車及び乗車変更の取扱いはしない。 

（５）旅客が、前各号による乗車を拒んだときは、無賃送還の取扱いはしない。 

２  前項の規定により無賃送還を行なった場合は、次の各号の定めるところにより旅客運賃の払

いもどしをする。 

（１）乗車券面に表示された発駅まで送還したときは、すでに収受した旅客運賃の全額。 

（２）旅客の請求によって、乗車券面に表示された発駅に至る途中駅まで送還したときは、旅行中止

駅・着駅間に対する旅客運賃（２駅以上を共通の着駅とした乗車券であるときは、旅行中止駅・当該

最遠駅間に対する旅客運賃額）この場合、原乗車券が割引乗車券であるときは、割引条件のいかんに

かかわらず旅行中止駅・着駅間に対する当該割引の旅客運賃とする。 

３  削除 

 

(旅行中止による旅客運賃の払いもどし) 

第 132 条  第 127 条の規定によって旅客が旅行を中止し、乗車券を駅に差し出して旅客運賃の払

いもどしの請求をした場合は、すでに支払った旅客運賃から、すでに乗車した区間の相当旅客運賃を

差し引いた残額を払いもどすものとする。この場合、原乗車券が割引乗車券であるときは、すでに乗

車した区間に対する旅客運賃を、割引条件のいかんにかかわらず割引の旅客運賃によって計算する。 

 

(運行不能の場合における他経路乗車の取扱方) 

第 133条  列車が運行不能となった場合、その事故の発生前に購求した乗車券を所持する旅客は、

同一目的地に至る最短経路による列車に乗車することを請求することができる。この場合定期乗車 

券を使用する旅客は、他の経路によって乗車中に途中下車をすることができない。 

２  前項の取扱いをする場合は、すでに収受した旅客運賃と実際乗車した区間の旅客運賃とを比

較して、過剰額は払いもどしをするものとし、不足額は収受しない。この場合、原乗車券が割引乗車

券であるときは、割引条件のいかんにかかわらず、実際乗車した区間に対する普通旅客運賃をその乗

車券に適用した割引率による割引の旅客運賃によって計算する。 

３  定期乗車券を使用する旅客について第１項の取扱いをする場合は、前項の規定にかかわらず、

過剰額の払いもどし及び不足額の収受をしない。 

４  第１項の規定により定期乗車券を使用する旅客が他経路を乗車中に途中下車した場合は、他

経路への分岐駅から下車駅までの区間に対する普通旅客運賃を収受する。 
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(運行不能の場合の旅客運賃払いもどし駅) 

第 134 条  第 129 条・第 131 条又は前条の規定により、旅客運賃の払いもどしを受けようとする

旅客は、次の各号に定める駅で旅客運賃払いもどしの請求をしなければならない。 

（１）無賃送還の取扱いを受けない旅客は、旅行中止駅。 

（２）無賃送還の取扱いを受ける旅客は、送還を終えた駅。 

（３）他の経路を乗車する取扱いを受けた旅客は、旅行を終えた駅。 

 

(不通区間の別途旅行の取扱方) 

第 135 条  列車が運行不能となった場合は、その事故発生前に購求した乗車券によって旅行する

旅客（定期乗車券使用の旅客を除く。）が不通区間を任意に当社によらないで旅行し、乗車券の通用

期間内に、前途の駅から乗継ぎをするときは、あらかじめ係員に申し出て、不乗証明書の交付を受け、

不通区間の旅行を終えた後、乗車券にその証明書を添えて前途の駅に差し出し、その証明書に記載さ

れた不乗区間に対する旅客運賃の払いもどしを請求するものとする。 

 

(定期乗車券の通用期間の延長又は旅客運賃の払いもどし) 

第 136 条  定期乗車券を使用する旅客は、列車が運行休止のため引続き５日以上その乗車券を使

用できなくなった場合は、その乗車券を駅（定期乗車券にあっては発売駅。）に差し出して、相当日

数の通用期間の延長又は次の各号に定める金額の払いもどしを請求することができる。 

（１）定期乗車券については、使用しない区間（２区間以上ある場合は、その区間のキロ程を通算し、

これに相当する普通旅客運賃を基準とした定期旅客運賃。）の原定期乗車券と同一の種類及び通用

期間による定期旅客運賃を総実日数で除し、これに休止日数を乗じて、は数計算した額。 

（２）削除 

 

 

第６款  誤乗及び誤購入 

(誤乗区間の無賃送還) 

第 137 条  旅客（定期乗車券を使用する旅客を除く。）が、乗車券面に表示された区間外に誤って

乗車した場合において、係員がその事実を認定したときは、その乗車券の通用期間内であるときに限

って、最近の列車によって、その誤乗区間について、無賃送還の取扱いをする。 

２  前項の取扱いをする場合の誤乗区間については、別に旅客運賃を収受しない。 

 

(誤乗区間無賃送還の取扱方) 

第 138 条  前条の規定による無賃送還中は途中下車の取扱いをしない。 

２  旅客が無賃送還中、途中駅に下車したときは、誤って乗車した区間及びすでに送還した区間に

対して、それぞれ普通旅客運賃を収受する。 

 

(乗車券誤購入の場合の取扱方) 

第 139 条  旅客が、駅名の同一、類似その他の事由によって誤って異った着駅、経路の乗車券を

購入した場合であって、係員がその事実を認めたときは、正当な乗車券に変更の取扱いをする。 

２  前項の場合は、すでに収受した旅客運賃と正当な旅客運賃とを比較し、不足額は収受し、過剰

額は払いもどしをする。 

 

第８章  削除 

第 140 条  削除 
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第 141 条  削除 

第 142 条  削除 

第 143 条  削除 

 

(入場券が無効となる場合) 

第 144 条  入場券は次の各号の 1 に該当する場合は、無効として回収する。 

（１）券面表示事項をぬり消し、又は改変して使用したとき。 

（２）発売駅以外の駅で使用したとき。 

（３）その他入場券を不正行為の手段として使用したとき。 

２  前項の規定は偽造の入場券を使用して入場した場合に準用する。 

 

(入場券の様式) 

第 145 条  入場券の様式は次のとおりとし、表面左端に発行日付印を押したものとする。 

（様式省略） 

(入場券の改札及び引渡し) 

第 146 条  入場券は入場の際に、係員に呈示して改札を受け、かつ、入鋏を受けなければならな

い。 

２ 入場券は、その使用を終えたときは、係員に引き渡すものとする。 

その効力を失った場合もまた同じ。 

 

(無札入場者) 

第 147 条  乗車以外の目的によって、入場券を所持しないで入場した場合又は第 144 条第１項の

規定により入場券を無効として回収した場合は、当該入場者から第 141 条の規定による入場料金を

収受する。 

２  前項の規定は第 144 条第２項の規定により偽造の入場券を回収した場合に準用する。 

 

(入場料金の払いもどし) 

第 148 条  入場料金は、払いもどしをしない。 

 

 

第９章  手回り品 

(手回り品及び持込禁制品) 

第 149 条  旅客は、第 150 条または 151 条に規定するところにより、その携帯する物品を手回り

品として車内に持ち込むことができる。ただし、次の各号の１に該当する物品は、車内に持ち込むこ

とができない。 

（１）別表第４号に掲げるもの（以下「危険品」という。）及び他の旅客に危害をおよぼすおそれが

あるもの。 

（２）刃物（他の旅客に危害を及ぼすおそれがないよう梱包されたものを除く。） 

（３）暖炉及びこん炉（乗車中に使用するおそれがないと認められるもの及び懐炉を除く。ただし、

不注意等により内容物が漏れ出ることがないよう措置することとする。） 

（４）死体 

（５）動物（少数量の小鳥・小虫類・初生ひな及び魚介類で容器に入れたもの又は第 151 条第 

２項の規定により持込の承諾を受けた動物を除く。） 

（６）不潔又は臭気のため、他の旅客に迷惑をかけるおそれがあるもの。 



- 32 - 

 

（７）車両を破損するおそれがあるもの。 

２  旅客が、手回り品中に危険品又は前項ただし書第２号の規定による物品を収納している疑が

あるときは、その旅客の立会いを求め、手回り品の内容を点検することがある。 

３  前項の規定により手回り品の内容の点検を求めた場合、これに応じない旅客は、前途の乗車を 

することができない。 

 

第 149 条の２ 危険品のうち適用除外の物品は、不注意等により内容物が漏れ出ることがないよう適

切な保管対応が行われたものに限って、手回り品として車内に持ち込むことができる。  

（注）揮発油等の可燃性液体そのものは、一切、車内に持ち込むことができない。 

 

(無料手回り品) 

第 150 条  旅客は、列車の運行状況により、運輸上支障がないと認められる場合に限り、

携帯できる荷物で、たて・よこ・高さの合計が２． ５ ﾒｰﾄﾙ以内、重量３０ ｷﾛｸﾞﾗﾑ以内の物

品を無料で２個まで車内に持ち込むことができる。ただし、長さ２ﾒｰﾄﾙを超える物品は、車

内に持ち込むことができない。  

２   前項に規定する制限内であっても、自転車については、解体して専用の袋に収納し

たもの、又は折りたたみ式自転車であって折りたたんで専用の袋に収納した場合に限り、

車内に持ち込むことができる。  

（１）削除 

（２）削除 

２  削除 

３  旅客が自己の身の回り品として携帯する、傘・つえ・ハンドバック・ショルダーバック等は第

１項に規定する個数制限にかかわらず、これを車内に持ち込むことができる。 

 

(普通手回り品料金) 

第 151 条  旅客は前項第 1 項に規定する制限をこえる物品であっても、次の各号の１に該当する

ものは、当社の承諾を受け、普通手回り品料金を支払って、これを車内に持ち込むことができる。 

（１）削除 

（２）削除 

（３）競輪選手が使用する競技用自転車であって、解体して専用の袋に収納し携帯するもの。 

（４）削除 

２  旅客は、小犬・猫・はと又はこれらに類する小動物（猛獣及びヘビの類を除く。）であって、

次の各号に該当するものは、前項の規定に準じて当社の承諾を受け、普通手回り品金を支払って車

内に持ち込むことができる。 

（１）長さ７０センチメートル以内、最小の立方形の長さ、幅及び高さの和が９０センチメートル程

度の容器に収納したもので、かつ、他の旅客に危害を及ばし、又は迷惑をかけるおそれがないと認

められるもの。 

（２）容器に収納した重量が 10 ｷﾛｸﾞﾗﾑ以内のもの。 

３  普通手回り品料金は、旅客の１回の乗車（途中下車をしない乗継ぎの乗車を含む。）ごとに１

個につき別表第１号に定めるとおりとする。 

 

(普通手回り品切符) 

第 152 条  第 151 条の規定により普通手回り品料金を支払った旅客に対し、普通手回り品切符又
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はこれに代わる証票を交付する。 

２  普通手回り品切符の様式は、次のとおりとする。（様式省略） 

 

(普通手回り品切符の使用条件) 

第 153 条  普通手回り品切符又はこれに代る証票は、切符又は証票に表示された条件に従い車内

に持ち込む場合に限って有効とする。ただし、途中下車したときは、その効力を失う。 

２  普通手回り品切符又はこれに代る証票は、次の各号により係員の検査を受けるとともに、途中

下車又は下車の際に、これを係員に引き渡さなければならない。 

（１）前条第２項の規定による普通手回り品切符は、普通手回り品を持ち込む際に係員に呈示して、

その下部に入鋏を受けた後、当該普通手回り品にくくりつけておき、係員から請求があるときは、

いつでもこれを明示するものとする。 

（２）前条の規定による普通手回り品切符に代る証票は、旅客がこれを携帯し、係員から請求がある

ときは、いつでもこれを呈示するものとする。 

 

(持込禁制品又は制限外手回り品を持ち込んだ場合の処置) 

第 154 条  旅客が、第 149 条第１項ただし書の規定による車内に持ち込むことのできない物品又

は第 150条の規定による持込制限をこえる物品を当社の承諾を受けないで車内に持ち込んだ場合は、

旅客を最近の駅に下車させ、かつ、次の各号により普通手回り品料金及び増料金を収受する。 

（１）第 149 条第１項第１号から第６号までの規定による物品を持ち込んだとき。第 151 条第３項

の規定による普通手回り品料金及び、その１０倍に相当する増料金を収受するほか、危険品にあっ

ては、次によって計算した増料金を合せて収受する。 

イ 火薬類１キログラムにつき１００円 

ロ その他の危険品同３０円 

（２）前号のほか、車内に持ち込むことのできない物品を持ち込んだとき。第 151 条第３項の規定

による普通手回り品料金及びその２倍の増料金を収受する。ただし、増料金は旅客が普通手回り品

料金を免かれる意思が明らかであるときに限って収受する。 

２  発着駅において、旅客が第 149 条第１項ただし書の規定による車内に持ち込むことのできな

い物品又は第 150 条の規定による持込制限をこえる物品を車内にもちこんだことを発見したときは

前項の規定を準用する。 

 

(持込禁制品を持ち込もうとした場合の処置) 

第 155 条  旅客が、第 149 条第１項ただし書第１号から第６号までの規定による物品を車内に持

ち込もうとした場合は、前条の規定を準用する。 

 

(旅客運送の伴わない物品を持ち込んだ場合の処置) 

第 156 条  旅客運送の伴わない物品を、手回り品のように装う等の手段により物品の無賃運送を

図った場合は、無賃運送を図った者に対し、当該物品の運送区間について第 154 条第１項第１号の

規定を準用する。 

 

(手回り品の保管) 

第 157 条  手回り品は、旅客において保管の責任を負うものとする。 
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第 10 章  携帯品の一時預り及び遺失物の回送 

第１節  携帯品の一時預り 

(一時預りの取扱駅・取扱範囲及び取扱時間) 

第 158 条  旅客の携帯品は駅（別に定める駅を除く。）において、一時預りの取扱いをする。ただ

し、次の各号の１に該当する物品については、一時預りの取扱いをしない。 

（１）１個の長さが２メートル(運動用具・つり道具及び天幕生活用品を除く。)をこえるもの。 

（２）１個の最小の立方形の長さ、幅及び高さの和が２００センチメートルをこえるもの。 

（３）１個の重量が３０キログラムをこえるもの。 

（４）他の物品を汚損するおそれがあるもの。 

（５）臭気を発するもの又は不潔なもの。 

（６）腐敗又は変質しやすいもの。 

（７）荷造りが不完全なもの。 

（８）危険品。 

（９）易損品。 

（10）貴重品。 

（11）動物。 

（12）死体。 

２  一時預りの取扱時間は、当該駅に掲示する。 

 

(種類及び性質の申出) 

第 159 条  旅客は、携帯品預け入れの際に、その種類及び性質を申し出るものとする。 

２  容器・荷造等から携帯品の内容が判断せず、かつ、旅客の申出に疑があるときは、旅客におい

てその内容を明らかにした場合に限って、一時預りの取扱いをする。 

 

(一時預り料) 

第 160 条  一時預り料金は別表第１号に定めるとおりとする。ただし、預入れの日から６日以降

は、その２倍とする。 

２  前項の規定による料金は、携帯品預入れの際に、預入れ当日１日分の相当額を収受し、預け日

数が２日以上のものは、その残額を一時預り品引渡しの際に収受する。 

 

(一時預り切符) 

第 161 条  携帯品の一時預りを受け付けたときは、一時預り切符を交付する。 

２  一時預り切符の様式は次のとおりとする。（様式省略） 

 

(一時預り期間及び公売) 

第 162 条  預け主は、預入れの日から１５日以内に、一時預り品を引き取らなければならない。 

２  前項に定める期間内に一時預り品を引き取らない場合は、預け主に対し公売の日時及び場所

等を通告のうえ、当社において、公売に附するものとする。 

この場合、公売代金から一時預り料の不足分及び公売に要した費用を差引き、残余を支払うものとす

る。 

 

(一時預り品の引渡し) 

第 163 条  一時預り品は、一時預り切符と引換に引渡しをする。 

ただし、当社が正当権利者であると認めるときは、受領印を受けて引渡しをする。 
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２  前項ただし書の場合、預け主は、適宣の書式による在中品明細書を提出しなければならない。 

 

 

 

第２節  遺失物の回送 

(遺失物の回送) 

第 164 条携帯品の遺失者は、その物品が、荷物として託送できる物品である場合は、手荷物運賃を

支払って指定駅に回送の請求をすることができる。ただし、貴重品については回送の請求ができない。 

２  前項の手荷物運賃は、回送を受けた駅で、遺失物の引渡しの際に収受する。 

 

(遺失物回送の特例) 

第 165 条  前条第１項及び同第２項の規定にかかわらず、遺失物が、傘・つえ・帽子・ハンドバッ

クその他これに類する身の回り品であって、かつ、運輸上支障がないときは、１回に限り遺失者の 

請求によりその指定する駅まで無賃で回送の取扱いをする。 

ただし、当社は、その物品に減失・破損等の損害が発生した場合でも、故意又は重大な過失があると

きを除いて、賠償の責任を負わない。 
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旅客営業規則 別表第 1 号 

運輸に関する料金・附帯事業の諸料金  
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